
要  旨 

森林には木材生産だけではなく、自然災害の防止、生物多様性の保全、気候変動対策な

ど様々な多面的役割が存在することから森林の利用と保全の両立を目指した森林経営の持

続性が求められている。しかし、林業経営が低迷し、土地所有・境界線確定といった課題

も相まって、人工林の多くが管理不足の状態となっている。そこで、2019年４月に「森林

経営管理法」が施行され、森林管理に林業経営者に加えて新たに市町村も重要な役割を担

うこととなった。また、森林整備の安定財源を確保するため、森林環境税および森林環境

譲与税が創設され、森林環境税は2024年度から国税として１人年額1,000円を徴収し、約

600億円の税収を都道府県と市町村に森林環境譲与税として配分されることになった。な

お、森林環境譲与税は先行して2019年度から総額200億円の配分が行われ、徐々に増額しな

がら2024年度以降は総額600億円の配分が予定されている。 

このように森林管理において市町村と森林環境税が重要な役割を果たすための枠組みが

整備されつつある。しかしながら、市町村の多くは森林行政を専門とする担当者が不在で

あり、森林管理で新たな役割を担うことになった市町村は課題に直面している。一方、税

金に対する社会の関心が高まる中で、国民が負担する森林環境税の効果的な活用が求めら

れている。 

林学分科会では、こうした背景、集積した科学的知見、科学技術の動向を踏まえ、市町

村による新たな森林管理と森林環境税の効果的な活用に向けた課題を整理し、持続可能な

森林経営を実現するために学術の立場から検討を行った。森林所有者が自力で森林管理を

行うことが困難な状況が増えている中で、国や都道府県よりも現場に近い市町村は、地域

の実情に合った独自の森林管理を実現できる可能性を持っている。また、市町村主体の森

林管理を行うためには、森林環境譲与税による財政的支援が不可欠である。しかしながら、

持続可能な森林経営を実現するためには、以下の課題が残されている。 

 第１に、森林の持つ多面的機能の科学的評価と森林の管理に関しては不確実性が存在す

る。このため、持続可能な森林経営を実現するためには森林の状況や環境への影響などに

対して継続的なモニタリングを行い、その結果を反映することで順応的に管理経営を行う

体制を構築することが重要である。 

 第２に、市町村が森林の経営管理を担う能力や体制が現状では十分とはいえない。この

ため、市町村の専門職員の育成に向けて大学などの教育研究機関との連携、および国や都

道府県による支援が不可欠である。 

 第３に、経済林と非経済林の区分が容易ではない。森林の多面的機能を発揮するために

は、単に経済性だけで判断するのではなく、木材生産を目的とする森林と環境保全の観点

から重要な森林とを適切に区分するゾーニングが求められる。 

 第４に、国民が求める森林の役割と森林環境譲与税の使途が合致するとは限らない。森

林の多面的機能に対する受益者負担という森林環境税の本来の趣旨を鑑みると、現在の配

分の妥当性について科学的知見やエビデンスの観点から検証を行うことが必要である。
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